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日 時

令和４年１月２０日（木）

午後１時３０分～午後２時３０分

開催方法

オンライン形式（Ｚｏｏｍ）

出席者

【委員】（五十音順）

遠藤宗一郎委員

倉林徹委員

高橋美佳子委員

【県】

菅生総務課長

田口総務課政策監

今野総務課副主幹（兼）班長

伊藤総務課主事

１ 開 会

（司会：伊藤主事）

ただいまから、令和３年度第２回秋田県行財

政改革推進委員会を開催します。

始めに、県総務課長の菅生より、挨拶を申し

上げます。

２ 総務課長挨拶

（菅生総務課長）

本日はお忙しい中、秋田県行財政改革推進委

員会に参加いただき、ありがとうございます。

倉林委員におかれましては、前任の近藤委員

の御退任に伴い、委員への就任を御承諾いただ

いたことに感謝申し上げます。

昨年７月の委員会では、新行財政改革大綱

（第３期）に基づく令和２年度の取組実績につ

令和３年度 第２回

秋田県行財政改革推進委員会議事録

いて、御議論いただきました。

本日は、来年度からスタートする新たな行政

改革の取組方針案について、皆様の意見を頂く

ことにしております。

新たな取組方針では、社会が大きく変化して

いく中で、行政サービスに対する県民の満足度

を一層高めていくために、これまで改善を進め

てきた取組の定着を踏まえ、項目を絞り込んで、

重点的に取り組んでいくこととしております。

委員の皆様の御意見を踏まえまして、さらに

この案をブラッシュアップして、３月には成案

としてとりまとめたいと思っておりますので、

皆様には、幅広い視点から御議論いただきます

ようお願い申し上げまして、挨拶といたします。

３ 委員紹介及び事務局紹介

【事務局から委員及び事務局の職員を紹介】

４ 委員長選出

（司会）

次に、現在、委員長が不在となっております

ので、委員長の選出を行いたいと思います。

参考資料１「秋田県行財政改革推進委員会設

置要綱」を御覧ください。

要綱第４の規定により、委員長を互選するこ

ととなっていますが、選出について、いかがい

たしましょうか。

事務局から提案させていただいてよろしいで

しょうか。

それでは、委員長は倉林委員にお願いしたい

と思いますが、いかがでしょうか。

【異議無し】

（司会）

ただ今をもって、委員長には倉林委員が選出
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されました。それでは、倉林委員から委員長就

任の御挨拶をお願いします。

５ 委員長挨拶

（倉林委員長）

秋田大学の倉林です。よろしくお願いします。

オミクロン株の出現で、新型コロナウイルス

の感染が再拡大したこともあり、この２年半ほ

ど、大学の中の会議もほとんどオンラインとい

う状況になっております。

本日の委員会も、オンラインで開催するとい

うことですが、皆様、オンラインの会議にも慣

れていらっしゃることかと思います。

本日の会議では皆様の御意見・御提言を積極

的に頂ける場にしたいと思います。

本日はよろしくお願いいたします。

６ 議事

（倉林委員長）

本日の議題は、「行政改革の取組方針（令和

４～７年度）について」です。

まずは事務局から説明をお願いします。

（今野班長）

資料１を御覧ください。

まず本県における行政改革の取組については、

平成 11 年に策定した秋田県行政改革大綱以降、

４年ごとに見直しを行いながら、20 年以上にわ

たる取組を続けてきています。

この間、各施策に係る計画や取組などにおい

ては、個別のＰＤＣＡサイクルが機能するなど、

行財政改革の取組は、一定程度進んだものと認

識しています。

ただ、財源や人員体制に限りがある中で、今

後の行革の取組においては、ＩＣＴや民間のノ

ウハウなどを活用しながら、いかに行政サービ

スの付加価値を高めていくかが課題であると考

えているところです。

こうしたことから、令和４～７年度の４年間

の行政改革の取組においては、基本方針として、

時代の変化に応じて適切な行政サービスを提供

するとともに、来年度からスタートする行政運

営の指針「新秋田元気創造プラン」に掲げる施

策の着実な推進を下支えしていくために、行政

運営のあり方について不断の見直しを行ってい

くことが必要と認識しています。

その上で、社会が大きく変化していく中で行

政サービスに対する県民の満足度を一層高めて

いくため、これまで進めてきた取組の定着を踏

まえながら、項目の絞り込みを行いまして、Ｄ

Ｘやデジタル化の推進とともに行政の付加価値

の向上に繋がる事項について、重点的に取り組

むこととしています。

次に改革の柱と取組項目についてですが、改

革の柱として、「県民の利便性の向上と効率的

な業務の推進」、「官民対応の更なる促進」を

位置付け、その下にそれぞれ２つずつの取組項

目を設け、その更に下に取組内容を位置づける

という形で構成しています。

項目の検討に当たっては、現在の行財政改革

大綱で取り組んでいる項目について、既にＰＤ

ＣＡサイクルが機能しているものや、取組が定

着しているものなどについては、二重評価を行

う作業が増えることや、これに伴う人的コスト

などを考慮して、項目の整理を行った上で、更

に新たな切り口からの取組を加えることとして

います。

なお、行政のデジタル化に関係する項目につ

いては、今年度策定予定の秋田県ＤＸ推進計画

や次期プランにおいて、取組や進行管理がなさ

れる予定となっています。

次に各項目の取組内容について、順に御説明

します。

まず、Ⅰ１（1）ＤＸ推進等の前提となる各種
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手続の見直し・簡素化については、国の行政手

続における押印の見直し方針を受け、県におい

ても、昨年度から県に対する各種手続について、

押印・書面・対面規制の見直しを進めてきてい

ます。

加えて、今年度中には、本県のデジタル化・

ＤＸ施策の方向性を示すことを目的とした個別

計画という位置付けの「秋田県ＤＸ推進計画」

を策定することにしており、その中で、行政の

デジタル化について取組を進めることにしてい

ます。

こちらの方は、行革の取組においては、電子

申請などの行政のデジタル化を念頭に、書面に

よる書類の提出や対面での審査などについての

見直しを進めることにしています。

また、県への各種申請等において、県税の納

税証明書の添付を求めているものがありますが、

こちらについても県庁内部での取扱いを見直す

ことによって手続のワンストップ化を目指すこ

ととしています。

（２）手数料等や県税における多様な支払方

法の導入については、各種申請手続や県税の納

付について、キャッシュレス納付を可能とする

環境・仕組みを構築すること、加えて現在手数

料等は県証紙によって納めていただく形が基本

となっていますが、こちらについても検討を行

うこととしています。

キャッシュレス納付については、単に端末の

用意をすることに留まらず、決済の種類に応じ

た財務に関する規則等の改正や業務フローの見

直しといった、新たな決済方法に対応したルー

ルづくりを進めることにしています。

（３）公共施設におけるサービス改善の推進

については、公共施設の運営に当たって、指定

管理者制度を導入している施設について、特に

効果的・効率的な運営を進めるため、現在、５

年を基本としている指定管理の期間を長期化す

ることや、公募の際に原則は県内事業者という

ことに現在はなっていますが、この原則を外す

といったことなど、柔軟な制度の運用により、

民間のアイディアを施設のサービス改善につな

げていくこと、また外部によるモニタリングな

どを実施し、指定管理者に対してサービスの改

善を求めていくこととしています。

また指定管理期間の更新に当たっては、これ

まで引き続き同じような要件で公募を実施する

というのが常態化していましたが、今後は、指

定管理者制度での継続も含め、施設の運営手法

のあり方について、民間との対話（サウンディ

ング）を実施することをルール化し、民間の意

見を踏まえた施設運営の検討を行っていくこと

としています。

次に２（１）業務改善の推進ですが、現在、

県庁内においては、事務ミスの防止と業務改善

を進めるため、各業務について統一的な様式を

定めて、各課においてマニュアルを作成してお

り、これを年度末に定期的に更新を行うことに

しています。

この様式を定めてから、10 年以上経過したこ

ともあり、より業務フローが可視化されるよう、

このマニュアルのフォーマットそのものを見直

すこととして、各業務について、新たなフォー

マットへの改訂作業を通じて、デジタル技術の

導入など、業務手法や業務フローの見直しを進

めることとしています。

また、事務ミス防止や適正な業務遂行の確保

に向けた内部統制の取組においては、財務会計

システムとの連携など、デジタル技術を活用し

た統制機能の向上に向けた取組を進めることと

しています。

次に（２）多様な行政ニーズに的確に対応す

るための体制整備については、長期的な視野に

立った人事配置や研修の実施などにより、組織

全体の専門性の向上を図るとともに、子育て、
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介護、性別、障害などに関わらず、職員が能力

を発揮できる職場づくりを進めていくこととし

ています。

（３）県・市町村間の協働の推進については、

引き続き、県・市町村協働政策会議において、

協働で取り組むべき施策等について、県と市町

村が双方向で提案を行い合意形成を進めること

としています。

また、この会議において提案・協議がなされ

てきた、生活排水処理における汚水や汚泥の処

理の広域化や、県・市町村連携による広域的な

補完組織の設立に向けた取組を進めていくこと

としています。

Ⅱ１（１）幅広い世代に伝わる広報の推進に

ついては、デジタル社会に合わせ、紙媒体やテ

レビ・ラジオといった電子媒体をそれぞれイン

ターネットと組み合わせて複数の媒体間での連

携（メディアミックス）を図り、同一の県政情

報をターゲットごとに異なる手法で発信するこ

と。

また利用者の視点での点検・評価により、ウ

ェブサイト等の改善を図り、幅広い世代に伝わ

る広報に取り組んでいくこととしています。

（２）県民や民間団体等との定期対話の促進

については、県民の県政に対する幅広いニーズ

を把握し、各種施策や事業にタイムリーに反映

させるため、関係団体等との定期的な情報交換

に加え、企業経営者や現場の責任者等との対話

の場を設けることとしています。

加えて県の審議会等の委員についても、公募

に係る運用の見直しなどにより、多様な人材の

登用を進めることとしています。

２（１）公民連携地域プラットフォームによ

る官民ネットワークの形成については、公共施

設の整備等に民間の資金や経営ノウハウ、アイ

ディア等を活用する、公民連携手法導入促進に

向け、県・市町村・県内企業・大学・金融機関

等で構成する「あきた公民連携地域プラットフ

ォーム」を、今年３月に設立する予定となって

おり、こちらでセミナー等の開催を通じ、官民

双方の意識の醸成や官民対話の実施支援といっ

た活動を通じて、県内における公共施設の整備

等への民間活力の導入促進に取り組むこととし

ています。

（２）新規・更新公共施設等への公民連携手

法の導入促進については、県有施設の整備等に

当たり、構想検討の早い段階から（１）のプラ

ットフォームの場を活用しながら、ＰＰＰ／Ｐ

ＦＩ（公民連携と同義）の導入検討を着実に実

施し、施設のサービス向上や地域活性化の観点

から民間ノウハウの活用を推進していくことと

しています。

また、新県立体育館の整備に向けた公民連携

手法導入検討については、令和 10 年度に耐用年

数を迎える県立体育館の整備手法の検討に当た

り、体育館という施設の性格上、ハード面だけ

ではなく、施設運営に係るソフト面についても

民間の創意工夫の活用が見込まれるということ

で、特に項目を起こして、取組を進めることと

しています。

最後に１ページの一番下の進行管理等ですが、

行革の取組の推進に当たっては、県による自己

評価を行った上で外部有識者等からの意見を聴

取しながら、目標達成に向けた進行管理を行う

こととしており、取組の状況については、県議

会に報告するとともに、県のウェブサイトにお

いても、公表することとしています。

説明は以上となります。

（倉林委員長）

ありがとうございました。

ただいま事務局から説明のあった取組方針に

ついて、皆様の御意見を伺ってまいりたいと思

います。
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まずは柱のⅠ「県民の利便性の向上と効率的

な業務の推進」までの部分について、質問や意

見を伺いたいと思いますが、まず私から簡単な

質問をさせていただきたいと思います。

確かに県民の利便性の向上と効率的な業務の

推進は非常に大事なことだと思いますが、国が

進めているマイナンバーカードの普及がいまい

ちうまく進んでないのかなと思います。

ポイントを付与するなど様々なことで普及を

図っていますが、一般的に考えると行政手続の

オンライン申請などといったものは、マイナン

バーカードを軸にして考えた方が動きやすいの

ではと思いますが、その辺はどう考えられてい

ますか。

（今野班長）

マイナンバーカードの取得の促進等について

は、行革の取組ではなく、先ほども御説明した

ＤＸ推進計画の方で、マイナンバーカードの普

及・活用を進めていく形にしています。

今のところそちらの計画では、例えば、運転

免許証のデジタル化などが掲げられており、国

の施策とも連動しながら、進めていくことにな

ろうかと思います。

（倉林委員長）

これに関連して、秋田県では高齢化が進んで

るわけで、高齢者がどれだけ受け入れるかが一

つ大きなハードルになると思っています。

色々な窓口に行くと、高齢者が電子申請で戸

惑ってるような場面に出くわすことが多々あり

ますが、何か高齢者に対する対策などは考えて

いるでしょうか。

つまり、ＤＸは非常に効率的になって良いと

思いますが、それに対してユーザーがどこまで

ついてくるかを、特に秋田県だからこそケアし

なければいけない部分があるのではと思います

が、その辺はいかがでしょうか。

（田口政策監）

そちらの方についても、先ほどのＤＸ推進計

画においてデジタルデバイド対策ということで、

高齢者向けにスマートフォンの操作方法を教え

る体験会といった学べる機会を設けていくこと

にしています。

（倉林委員長）

遠藤委員、いかがでしょうか。

（遠藤委員）

僕も高齢者のことは気になったんですが、た

だその目標値がかなり高いので、ぜひこの数値

を目指してもらいたいと思います。

僕なんかはほぼキャッシュレスで生活できて

いるので、行政のサービスとかもキャッシュレ

スなどで支払できるといいなと思ってる立場の

人間です。

ぜひ、この４年間で推進していただければと

思いました。

（田口政策監）

キャッシュレスの支払いも当然推進していき

ますが、その他従来の支払方法を無くするとい

うわけではなく、共存するという形でやってい

きたいと考えています。

（遠藤委員）

キャッシュレスは使うと便利なので、高齢者

の方々も使ってくれるといいんでしょうけどね。

（今野班長）

そうですね。庁内の議論の中でも、例えば証

紙により手数料を支払わなければいけないとい

う手続上の規制が電子申請の障害になってると
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いうことがありました。

ただ、それを全部なくしてしまうと、今度は

電子申請が難しい人はどうしたらいいのかとい

う課題や、電子申請しない方は現金で納めても

らう形になり、今度は行政側でその現金を取り

扱うリスク・業務コストが増えるという課題も

生じてくるため、なかなか難しいという意見が

議論の中ではありました。

（遠藤委員）

そうなるとＤＸのねらいとは逆のデメリット

が出てきてしまいますよね。

（菅生総務課長）

キャッシュレスが便利な方もいますし、やは

り今までどおりの方法が便利だという方も少な

からずいることも現実かと思いますので、それ

ぞれに合った支払方法の選択肢を増やすことと

しています。

そして高齢者の方々に対しても、様々な研修

の機会や広報などを通して、そういったデジタ

ル化に徐々に対応していただけるような形の取

組を進めていくことにしています。

（高橋委員）

資料２の３ページ（各種申請手続における手

数料等をキャッシュレス納付できる仕組みの構

築）の取組スケジュールの中に、窓口でのキャ

ッシュレス納付対応機器等整備とありますが、

これは様々な支払方法を利用者が選択できるよ

う、窓口に何かしらの機器を整備するというよ

うな意味合いの計画ですか。

（今野班長）

そうですね。小さいお店でも置いてあるよう

な、クレジットカードや電子マネーに対応でき

る機器を整備するということです。

ただ、扱ってる窓口全部に置けるかというと

予算的制約もありますので、例えばまずは地域

振興局の庁舎で何か所かというような検討をこ

れから進めていく形になろうかと思います。

（高橋委員）

そのような形も県民にとってはとても便利に

なると思いましたので、確認させていただきま

した。

あと同じ資料２の２ページ（県の事務におけ

る県税に係る納税証明書の添付省略化）につい

ても、納税証明書等の添付書類のそもそもの必

要性などを整理してもう一度検討しなおすとい

うような取組の内容が書かれているので、これ

は非常に、有効な取組だと思いました。

もう１点質問ですが、資料１の 4 ページの

「指定管理者制度における公募要件の運用柔軟

化等による効果的・効率的な運営の推進」とい

う取組と２点目の「指定管理施設の運営手法に

関するサウンディングの実施」という取組につ

いて、先ほど民間事業者等とのサウンディング

を行うということでしたが、これにおける民間

事業者とはどういうところを想定しているので

しょうか。

（今野班長）

柱のⅡの方にある施設整備に関するものであ

れば、施設を設計して建てることに加えて、あ

る一定の期間施設の管理運営をお任せするとい

う制度になります。

それを一手に担っていただける業者というの

はまずあり得ませんので、この制度の中では、

特別目的会社という整備運営だけを目的とした

会社を作って、進めていただくという形になっ

ています。その中には設計会社、建設会社のほ
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かに、例えば清掃会社であるとか、場所によっ

ては給食なども入っています。

それから民間のアイディアで、公共施設に収

益性が見込まれる施設を加えたらどうかという

提案があれば、検討の参考にしていきます。

体育館の場合であれば、他者に体育館をイベ

ントなどで貸し出すというのが通常の運営かと

思いますが、例えばイベントの企画会社や収益

的な施設（他県ではフィットネスクラブ）を併

設するなど、様々なことが考えられます。

これは試しに聞いてみないと、業者が市場性

があるという認識をされるかどうかということ

が分かりません。民間事業者との対話をしてみ

ることで、我々行政の側では思いもよらなかっ

たアイディアが出てくるのではないかというこ

とも期待しているところです。

そして御質問の指定管理者制度におけるサウ

ンディングに当たっては、基本的に施設の維

持・運営がメインですので、例えば宿泊施設で

あれば、そういった宿泊関連サービス業の事業

者などが対象になってくるのではと思います。

（田口政策監）

官民が自由に意見交換できるような場として

３月７日にあきた公民連携地域プラットフォー

ムというものを立ち上げ、この場を活用して、

先ほどのような官民対話を行っていくこととし

ています。

事業者の方々については、秋田銀行の各支店

の取引事業者の方々にお声掛けをして、先ほど

言ったような建設設計・ビルメンテナンス業も

含め現在 170 ほどの事業者の方々に入ってきて

いただいてます。

３月のプラットフォーム立ち上げ後は北都銀

行や信用金庫など他の金融機関の方々にも連携

協力団体という形で加わっていただき、それぞ

れ取引先の方々にもお声をかけていただくこと

としています。

またこのプラットフォームを活用したセミナ

ー等はオンラインでも行っておりますので、視

聴したい方が自由に視聴できる形で、幅広く情

報を提供していくことを考えています。

（倉林委員長）

今のに関連して質問ですが、指定管理者制度

における公募要件の運用柔軟化の説明の時に、

県内事業者の要件を外すという説明をされまし

たが、これは県内だけですと対応しきれないか

ら要件を外すということなんでしょうか。

これまでの対応からすると、県内要件を外し

てしまうとかなり県外に持っていかれてしまう

気がしています。

一方で先ほどのプラットフォームの考え方で

は秋田銀行や北都銀行を中心にしてということ

ですので、県内の事業者が中心になるのかなと

思っていたんですが、この辺はいかがですか。

（今野班長）

正直に現状をお話ししますと、指定管理者を

公募しても応募者がなかなかいないというのが

実情でして、観光施設は既に県内要件を外して

おります。

それ以外の施設についても手を挙げる業者が

固定化し、そのまま引き続いてきており、そう

なるとサービスの向上に繋がる競争がなかなか

働かないということが課題となっています。

ただ県内事業者の保護の観点からも全部の施

設で県内要件を外してしまう訳にはいきません

ので、個別の施設を見ながら、引き続き県内要

件を残すものは残すという形で取り組んでいく

ことを考えています。

（田口政策監）

県内経済への配慮も必要だと考えていますの
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で、指定管理者の公募に当たっては、県内雇用

や県内からの調達などといった部分を審査項目

の中に加えていくことを考えています。

（倉林委員長）

分かりました。ありがとうございます。

あと、気になったところがあるんですが、資

料１の４ページ（業務改善の推進）で、重大な

不備事案の発生件数を令和２年に１件発生した

ものを０にすることを目標としています。

数字からすると分かりやすいんですが、たっ

た１件起こった事案をただ単にマニュアルの改

訂で０件にするっていうのは、目標とすると少

し不自然な感じがします。

伺いたかったのは、例えば細かいミスみたい

なものはなかなか公表は難しいと思うんですが、

例えば事務処理マニュアルを見直してデジタル

技術を入れたことによって、細かいミス等がこ

れだけ減りました、というようなことを何か見

える化できないかということです。

例えば大学病院の中でも、医療現場での様々

な伝達ミスなどは外部には出さないまでも内部

資料として統計処理してるところがあるのです

が、県の方ではいかがでしょうか。

たまたま令和２年度に起こった１件を０件に

しますと見せてるだけなのか、或いは定期的に

起こってしまっているものを事務処理マニュア

ルの改定やデジタル技術の活用によって何とか

これを０にしたいという目標なのかどうか、お

伺いしたいんですが、いかがでしょうか。

（菅生総務課長）

内部統制とは、組織として適正な事務執行が

確保されているかを点検・評価・公表するとい

う仕組みであり、都道府県では必ずそれに取り

組むこととされています。

その仕組みは令和２年度から始まったもので

ありますが、令和３年度にその取組結果を点検

したところ、社会的経済的な影響が非常に大き

い不備である重大不備事案に該当する案件がい

きなり発生してしまいました。

そういった事案の発生は０にするのが当たり

前なのですが、それを今後は発生しないように

するということを目標にさせていただきました。

（倉林委員長）

重大不備事案が起こったことをフィードバッ

クして、県全体の事務処理マニュアルを見直す

という、方向だということでよろしいですかね。

（菅生総務課長）

令和２年度の重大不備案件については、関連

するマニュアルや業務手法・進め方についても

見直しをしました。それによって今後おそらく

同じような事案は起こらないかと思います。

事務ミスにも大小様々ありますが、このよう

に毎年度点検・評価をして業務を改善していく

ということを今後も続けていくことになります。

（田口政策監）

軽微なミスについても把握しないというわけ

ではなくて、毎年度作成する内部統制の報告書

の中には、支払いが少し遅れたとか、そういっ

たものも掲載しています。

そういった中で取組の目標を設定するに当た

っては、社会に対する影響や県に対する信用の

失墜などに繋がる重大不備事案の発生を防ぐこ

とに重点を置くこととしたと、そういった考え

方になります。

（倉林委員長）

分かりました。ありがとうございます。
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それではよろしいでしょうか。

次に移ります。それでは、柱のⅡ「官民対話

の更なる促進」について、委員の先生方から御

意見等いただければと思います。

遠藤委員、いかがでしょうか。

（遠藤委員）

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入検討の取組につい

て、16 件実施できると良いと思いますが、さっ

き話に出ていたとおり、県内の事業者だけだと

厳しいとも思います。

県外の事業者を含めても、この 16 件という目

標をどう達成していくのか、またどういった物

件があるのかが気になりました。

（今野班長）

16 件という数字ですが、サウンディングを実

施する施設の数であり、この中からいくつかは

ものになってもらえれば良いと、そういう目標

値になっています。

（遠藤委員）

なるほど。

（今野班長）

そして今までは県の中でも、施設整備に当た

っては官民対話を行うことという方針には一応

していたんですが、各担当課においてもどうす

れば良いのかよく分からないということもあり、

進んでいませんでした。

そこで先ほど説明しましたプラットフォーム

という場を作り、またそのプラットフォームで

対応を行う仕組みを作った上で、まずはその 16

件については確実に対話を行うこととしていま

す。

逆にサウンディングを行った結果、この施設

についてはＰＦＩ手法は取れないとか、コスト

面を考えると国の補助金を活用して直営で整備

した方が安上がりだといった話になり、必ずし

も全てＰＦＩ手法の導入に繋がるか分かりませ

んが、いずれそういったことを進めていきたい

と考えています。

それから県内業者だけでは、というお話です

が、やはり今は全然ノウハウがないというのが

実情ですので、まずは民間の方々にも参加して

勉強していただきたいと思います。

また各ＰＦＩ案件について、大手の実績のあ

る企業さんがトップを取ったとしても、県内事

業者にも維持管理の部分などに一員として参画

してノウハウを学んでいただいて、ゆくゆくは

県内企業だけでグループを作っていければ良い

ということを考えています。

（田口政策監）

本取組方針からは少し離れてしまいますが、

先ほど話した公民連携地域プラットフォームで

は、県だけではなく市町村の案件についても情

報提供していく形で考えています。

ちなみに、この１月 31 日に試行でサウンディ

ングをやるんですが、そこで横手市の廃校にな

った小学校の活用の案件についても行うことに

しています。

（遠藤委員）

横手市の案件は実は僕も相談いただいていま

した。やはり地銀の本気度なども重要ですし、

あとは一番知見を持ってるっていうと、イオン

グループなどは、グループで動けたりもするの

で、手早くできるのかなと思いますね。

（菅生総務課長）

このプラットフォームにおけるサウンディン

グには、業種を問わず幅広い方が参加できるよ

うな仕組みになっていますので、特定の業者に
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偏らない幅広い視点で議論いただく場として活

用いただけるのではないかと考えております。

（倉林委員長）

今の件で追加で質問ですが、ＰＰＰ／ＰＦＩ

については今後の地方の取組としては非常に大

事なことだと理解しています。

ただ一方で、エンドユーザーの県民からする

と、利用料金が高くなるのではないかという気

が若干するんですが、何か対策は考えられてま

すでしょうか。

（田口政策監）

ＰＦＩ手法をとった際、運営については、指

定管理の手法を合わせてとる形になると思いま

す。

指定管理の場合ですと、県が条例で料金の上

限等を定めて、その範囲内で民間の運営会社の

方々が料金を徴収していくという形になります

ので、民間の裁量で料金が高くなるということ

はないと思います。

ただ一方で、利用料金を抑えるということに

なると、そこの部分は結局県の方で委託費とし

て補填をしないといけなくなるといった可能性

もなきにしもあらずですので、そこのバランス

については、やはり官民対話（サウンディング）

をやっていく中で、適切な範囲について定めて

いくことになろうかと思います。

（倉林委員長）

ありがとうございました。

高橋委員、意見等も含めて何かありましたら

お願いします。

（高橋委員）

先ほどから議論に出ているプラットフォーム

が非常に大きなキーポイントになってくると思

います。先ほど遠藤委員も関わってらっしゃる

ということでしたが、その対象となる施設の地

域ごとにメンバーが変わっていくのでしょうか。

それとも、一度形成してしまえば、ある程度固

定のメンバーでの形になっていくんでしょうか。

（今野班長）

プラットフォームのメンバーについては、興

味のある方であればどなたでも入っていただい

て、こちらからセミナー案内や今後のサウンデ

ィングの実施予定などを情報提供させていただ

きます。エリアの縛りなどもありません。興味

があれば自由に参加できます。

今後、民間同士の横の繋がりができていき、

民間主導でこういうアイディアがあるんだと御

提案いただけるような形になれば一番良いと思

っています。

（田口政策監）

このプラットフォームを立ち上げるに当たっ

て、市町村の方々ともお話をさせていただくと、

市町村独自にそれぞれ個別の案件ごとにサウン

ディングのようなことを、特に県南の市町村で

は行ってるようなんです。

しかし個別の市町村の範囲だとやはりエリア

が狭いので、サウンディングやろうとしても応

募者がゼロだったという話もあるみたいです。

そこで県のプラットフォームを活用すれば全

県域を対象にできますし、県外の事業者さんも

県単位だと着目して見ているので、そういった

点では市町村の取組の支援にもなるものと考え

ています。

（倉林委員長）

その他何かありましたら、お願いします。

（田口政策監）

私から一つ遠藤委員にお伺いしたいんですが、
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お店でのキャッシュレスの利用具合・割合とい

うのは大体どれくらいのものでしょうか。

（遠藤委員）

具体的に言うと、キャッシュレス比率は全体

の 10％ぐらいです。

（田口政策監）

そのうち、ＱＲコード払いはまだ少ないです

か。

（遠藤委員）

少ないですね。その中の２割ぐらいです。

８割がクレジットカードやクイックペイ・ｉ

Ｄなど、２割がＱＲコードです。

クレジットカードは逆に高齢者が多いですね。

ＱＲコードは若い方が多いです。

山間の奥地のほうの高齢者になるとそもそも

スマホも携帯電話もクレジットカードも持って

ないとかですね。昭和で時が止まってるような

話もあります。

そういうところは本当に、行政で支援してあ

げてほしいと感じますね。

（菅生総務課長）

確かにデジタル化を進めるのは良いけども取

り残されていく方が一定程度出てしまうことが

デジタル化を推進するに当たっての一番の課題

かもしれません。今後も注目していくべきとこ

ろかと思います。

（倉林委員長）

私の親や大学時代の恩師なども、携帯を持っ

てもすぐに電池がなくなるといって使わなくな

ったりするんですね。

こまめに充電しても身につけておくと便利だ

ということを分かってもらうのが一番良いと思

うんですが、それがなかなか難しい。

少子高齢化が進んでいる秋田県においては、

そこが根本的な課題になるかと思います。

それでは、本日は皆様から貴重な御意見、御

提言を頂きありがとうございました。

それでは、事務局に進行をお戻しします。

７ 閉会

（司会）

ありがとうございました。

それでは最後に総務課長から御挨拶を申し上

げます。

（菅生総務課長）

本日は様々な御意見を頂きましてありがとう

ございました。

参考になる部分が非常に多くありましたので、

この方針案を更に更新して、３月の成案に向け

て進めていきたいと思います。

今後とも委員の皆様には、様々な機会で御意

見を伺うことがあるかと思いますので、引き続

きよろしくお願いします。

また、デジタル関連の課題等についても御意

見いただきましたので、こちらからデジタル政

策推進課の方にも、こういった意見があったと

いうことを伝えていきたいと思います。

本日はどうもありがとうございました。

（司会）

これで令和３年度第２回行財政改革推進委員

会を終わります。

次回の委員会は、本年７月頃に、新行財政改

革大綱（第３期）の令和３年度の実績評価を議

題として、お集まりいただく予定としています。

本日はどうもありがとうございました。


